
新潟県立看護研究交流センター年報

7年 間の活動総括

前看護研究交流センター長 吉山直樹

1看 護 交流 セ ンター の使命

本センターの設立 目的は,本 学の研究者が自ら取組む地域に根 ざす研究や実践的な学術支援などの

交流活動を通 じて,研 究成果を地域に還元し,県 内における保健医療福祉の質の向上に貢献すること

である.

センターが進 めている事業には,第1に 保健医療福祉に係わる新潟県保健福祉行政の課題について

研究す る 「行政課題研究事業」があり,次 に県民の生涯学習,看 護職員臨地実習教育を支援する生涯

教育支援事業やネッ トワーク情報システム作 り等の実施主体を担 う事業がある.

2.組 織 の概 要

1)施 設

次の施設が,看 護交流センターに所属す る施設である(図1).

① 看護研究交流センター事務室

② 大会議室(大 学施設 と兼用,準 備室を含む)

③ 多 目的室(大 学施設 と兼用)

2)研 究 員 と事務 局

構成員は,す べて大学の教職員 と兼務 している.

①研究員:専 任教員及び助手全員(課題 によりプロジェク トチーム編成),プ ロジェク トにより学

外研究員 も組織に加 える.

②事務局:事 務局長(大 学事務局長,兼 務)

③研究事業担当大学教員(兼 務)(1人)

④事務部門担当事務職(事 務局兼務)(1人)

図1セ ンター関係の施設配置
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3.運 営 体制 とそ の変 遷

1)平 成14～16年 度 の運 営 体制

四年制大学発足時から,3年 間,中 島学長がセンター長を兼務 し,3つ の部会 を設置 して活動をお

こなってきた(図2).

①センター長:中 島紀惠子(学 長,兼 務)

②副センター長:吉 山直樹(教 授)

③研究部会部会長:加 固正子(教 授)

④教育研修部会部会長:平 成14～15年 度は中村博生(助 教授,平 成16年 度は加藤光寶(教 授)

⑤ネッ トワーク構築事業部会長:橋 本明浩(助 教授)

図2平 成14～16年 度の運営体制

2)平 成17年 度 の運 営体制

ネ ットワーク構築事業は2年 間の活動で,ほ ぼ所定の 目的を達成 したので,組 織を 「情報ネ ットワ
ーク研究班」に再構成 して

,発 展的に解消した.研 究事業部門は,こ れを含めて5つ の地域課題研究

の領域を担当する研究班に分れて活動す ることになった.

平成17年 度か ら,中 島学長のセ ンター長兼務が終わ り,吉 山がセ ンター長に就任 した.

①センター長:平 成17年 度よ り吉山直樹(教 授)

②副センター長:(平 成17年 度 より空席)

③研究事業部会長:平 成17年 度は,柿 川房子(教 授)

④生涯学習 ・研修支援部会長:平 成17年 度 より深澤佳代子(教 授)

3)平 成18年 度 の運 営体制

平成18年 度か ら組織再編成を進め,研 究員(教 員)と 運営組織 との一体化 と学外研究者 とのコラ

ボレーシ ョンがスムースに進むよ うし,業 務についての責任体制 も明確にす るため,従 来の研究支援

部会,生 涯学習 ・研修支援部会に加えて,新 たに総務部会,地 域貢献部会,IT促 進部会及び国際学

術交流部会の4部 局の設置が可能なようにした.平 成18年 度は,総 務部会,地 域貢献部会,IT促

進部会を設置 した.
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本学の運営方式の改編で,平 成17年 度より講師が教授会メンバー とな り運営委員会委員 となるにと

もない,教 員の うち助手の大学運営への参画(キ ャリア形成)を 図ることが必要 と考えられ,セ ンタ
ーを部会制に移行 した際にこの活動に加わることによってキャリア形成の一助 となる,と考えられた.

運営会議が中心にあることは,平 成17年 度 まで と変わらないものの,す べての運営委員がいずれ

かの部会に所属 してお り,意 志決定 と業務分担の流れが理解 しやす くなった(図3,図4).

①センター長:吉 山直樹(教 授)

②総務部会長:加 固正子(教 授)

③研究支援部会長:平 成18年 度第1セ メスター 柿川房子(教 授),

平成18年 度第2セ メスター以降 藤田 尚助教授

④生涯学習 ・研修支援部会長:深 澤佳代子(教 授)

⑤地域貢献部会:吉 山直樹(セ ンター長併務)

⑥IT促 進部会:橋 本明浩(助 教授)

⑦国際交流部会:(未 設置)

図3平 成18年 度の運営体制

3)平 成19年 度 ・20年 度 の運 営 体制

平成19年 度 ・20年 度の運営体制は平成18年 度のもの と同様である.た だし,研 究費の配分 ・研

究サポー ト・成果発表など開学時より機能 していた研究支援部会,お よび公開講座を主軸に市民向け ・

専門家向けと地道なが らしっかりと地歩を築いてきた生涯学習・研修支援部会の2つ の部会を除 くと,

他の4部 会はやや低調な活動に終始 した.

別章で述べるが運営費が逓減 されてきたこと,学 校教育法の改定にともない,多 くの助手が助教に

就任 し教授会メンバー となり,さ らに運営委員会委員 となったことも微妙に影響 している.国 際学術

交流部会はその活動を中核的に積極的に担 う気運が生まれず,未 設置のまま推移 した.

①センター長:吉 山直樹(教 授)

②総務部会長:加 固正子(教 授),平 成20年 度はセンター長が併務)

③研究支援部会長:藤田 尚准教授

④生涯学習 ・研修支援部会長:深 澤佳代子(教 授)

⑤地域貢献部会:吉 山直樹(セ ンター長併務)

⑥IT促 進部会:橋 本明浩(准 教授)

⑦国際交流部会:(未 設置)
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図4平 成18年 度以降の運営体制(概 念図)

4)運 営 予算 とそ の推 移

センターの予算は,四 年制大学発足時において,1,000万 円超の配分を受け,2003年 には前年比で

1割 近い増額 をみた.し かるに2004年 以降は,県 の財政緊縮のため,年 を追って配分額は逓減 され

てきている.当 初,地 域課題研究事業,生 涯学習支援事業,ネ ッ トワーク構築事業の3事 業に配分 し

てきたが,こ の うちネ ッ トワーク構築事業は当初の目的を達成 したため,2005年 以降は他の事業部門

に統合 された(表1).

センター予算の総額は,発 足時(2002年)に1,073万 円,2003年 に1,173万 円であったものが,

2006年 に617万 円へ,2007年 には506万 円へ と大きく逓減 されると予測されている(図5).

後述のように,こ れ らの事業費用は研究支援や生涯教育活動に大いに成果をあげてきたが,金 額の

圧縮による活力の低下が危惧 される.特 に表1に 示すように,生 涯学習 ・研修支援活動に対する予算

配分の低下は避 けるように配慮 してきたが,地 域課題研究について新たなプログラムを創始する余裕

はなくなっている.

表1セ ンター関係予算の推移 (千 円)
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年度 地域課題研究事業費 生涯学習支援事業費 ネットワーク構築事業費 合計

2002 8,338 1,680 714 10,732

2003 9,000 1,978 754 11,732

2004 6,037 1,607 1,885 9,529

2005 6,740 1,836 0 8,576

2006 4,668 1,497 0 6,165

2007 4,584 1,475 0 6,059

2008 4,237 1,301 0 5,538



図5セ ンター関係予算の発足年(2002年)と の比の推移

4.研 究支援(事 業 ・部会)活 動 とその成果

1)平 成14年 度,15年 度 の事 業活 動

研究事業部門では,四 年制大学発足年の平成14年 度か ら以下の4つ の研究班を構成 し,各 班各 々4
～6グ ループの小班を作って事業をすすめた.

平成15年 度は,前 年10～11月 頃に次年度行 う地域課題研究の枠組みについて試案を作成 し,そ れ

に基づいて学内公募 し,提 出された計画書を審査 した上で,採 用 したが,研 究班 は平成14年 度 とほ

ぼ同様の構成 となった.

研究班(1)豪 雪地帯のヘルスケア ・ニーズに基づく実践の優先度評価に関する開発研究

研究班(2)継 続看護 における地域連携システムの構築

研究班(3)ヘ ルスケア分野の専門職のためのメタデータウェアハ ウスの構築

研究班(4)豪 雪地帯における高齢者の居宅での保健医療福祉サービスの効果的提供

センターの活動は,「平成14年 度看護研究交流センター事業活動 ・研究報告書」および 「平成15

年度看護研究交流センター事業活動 ・研究報告書」 として冊子にまとめた.

2)平 成16年 度 の事 業活 動

平成16年 度は,以 下のよ うな四つの研究プロジェク ト領域を定め,こ れへの研究員の応募によっ

て進められてきた.審 査は,セ ンター長 と研究部会長 とで検討 し,一 部の応募者 には面接を実施 して

決定 した.

以下に示すのは,採 用決定 した研究テーマである.

分野(1)地 域のヘルスケア ・ニーズに基づく支援に関する研究

1.農 村地域 における中高年女性の健康課題の分析 とまちの保健室開設にむけたアクション ・リ

サーチ

2.豪 雪地における高齢者のソーシャル ・サポー ト・システム構築 とその成果に関する研究

3.地 域のヘルスケア ・ニーズに基づく住環境支援 －豪雪地域での頸髄損傷患者用住宅の提案-

分野(2)継 続看護 における連携システムの構築に関する研究

1.継 続看護 における連携システムの構築 －成人看護における検討 －

2.妊 産褥婦 と乳幼児の支援システム構築に関する研究

分野(3)看 護職の臨床能力向上のための教育プログラム開発に関す る研究

1.看 護職臨地指導者養成講習会における看護職の臨床能力向上のためのプログラム開発
－PBLチ ュー トリアル教授法を取 り入れて－

2.新 潟県下の救急患者看護に従事す る看護者 を支援する教育プログラムの開発

分野(4)豪 雪地帯における高齢者の居宅での保健医療福祉サー ビスの効果的提供

1.豪 雪地方に暮 らす後期高齢者の研究
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2.ITを 活用 した継続 医療 ・看護 ケア(ヘ ルスケ ア)の 有効 ・効 率的なプ ランニ ングの研究

3)平 成17年 度 の事 業活 動

運営体制の変更と並行 して,地 域課題研究の採択については,応 募できる領域(研 究分野)を 定め

た研究者からの 自由な公募 と研究員の中から選んだメンバー(審 査委員)に よる審査方式によって決

定す る方法に変更 した.研 究事業部会が募集 と審査事務を担当することとなった.

平成17年 度の地域課題研究の研究分野は,次 の5つ である.

1.地 域のヘルスケア ・ニーズ

2.地 域 医療システムの開発

3.看 護職の生涯教育

4.地 域共同コンソーシャム

5.看 護系大学におけるIT化 事業

これについて公募をおこなった結果,研 究分野(1)～(3)について,提 出された研究計画書を審査 した

結果,次 の4件 が採択 となった.
・豪雪地における高齢者の生活構造の変化とソーシャル ・サポー ト・システムの評価

・化学物質過敏症に関する研究

・新潟 中越地震の急性期看護に従事 した看護師のメンタルヘルスに関す る研究

・コンピューターを利用 した訪問看護における看護技術学習支援教材の開発

－安全性の確保に焦点を当てて－

地域課題研究費の残額について,① 新潟大学との共同研究の継続(2グ ループ),② 臨地実習指導

者養成講習会の評価,③ 大学IT化 事業として遠隔教育環境整備の基礎的研究(2研 究),等 につい

て委託研究として実施することとなった.
・豪雪地域の在宅療養 を支援する継続看護に関す る研究

・ヘルスケアの場におけるEcologicalMomentaryCommunicationToolと しての携帯電話の研究

・新潟県下看護職の人材育成 と現任教育に関する研究

・看護系大学におけるIT環 境整備による看護研究推進効果に関する研究

・ニーズに基づいた看護職のナ レッジアーカイブス作成の実証研究のための基盤整備

4)平 成18年 度 の部 会活 動

平成18年 度の地域課題研究に関しては,平 成17年 度 と同様の応募可能な研究分野5つ(1.地 域

のヘルスケア ・ニーズ,2.地 域医療システムの開発,3.看 護職の生涯教育,4.地 域共同コンソ
ーシャム

,5.看 護系大学におけるIT化 事業)に ついて学内公募をおこない,審 査の結果,9件 の

採択が決定 した.
・看護職及び看護学生の英語 コミュニケーション能力育成に関す る研修プログラム開発

・自殺または 自殺未遂患者 と家族が必要とする看護ケアのニー ド

・地域における在宅ケアシステム確立のための基礎研究・

・過疎地域 における高齢者の健康 と生活の自立に関する研究

・上越地域 における化学物質過敏症

・上越地域 における訪問看護師のコミュニティを中心 としたe－ラーニングシステムの基盤研究

・乳がん手術前後における患者の生活障害と支援モデル開発に関する研究

・豪雪地域の在宅療養を支援す る継続看護 に関する研究

・豪雪地域の在宅療養 を支援する医療 ・保健 ・福祉専門家の取 り組みの現状 と課題

・新潟県の訪問看護 ステーションの利用者及び看護者に関する実態調査

・CBPRア プローチによる地域老年看護実践に関する研究

・上越まちの保健室の看護活動を中心 として・
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5)平 成19年 度 の部 会活 動

平成19年 度の地域課題研究に関しては,平 成18年 度 と同様の応募可能な研究分野5つ(1.地 域

のヘルスケア ・ニーズ,2.地 域医療 システムの開発,3.看 護職の生涯教育,4.他 大学 ・他施設

との共同研究,5.看 護系大学におけるIT化 事業)に ついて学内公募をおこない,審 査の結果,7

件の採択が決定 した.

分野1地 域のヘルスケア ・ニーズに関す ること

1)過 疎地域 における高齢者の健康 と生活の 自立に関する研究

2)自 殺者遺族が必要 とする看護ケアのニー ド－ネ ットワーク構築のための基礎調査－

3)地 域 における化学物質過敏症に関す る研究

分野2地 域医療 システムの開発に関す ること

1)上 越まちの保健室によるCBPRア プローチの実践研究

分野3看 護職者の生涯教育のプログラム開発 に関すること

1)看 護職及び看護学生の英語 コミュニケーション能力育成に関する研修プログラム開発(2)

2)「 生活者の理解」を推進する地域参加を通 した学生の学び

3)県 内訪問看護師のコラボレーテ ィブ ・ラーニングの可能性に関す る研究

6)平 成20年 度 の部 会活 動

平成20年 度の地域課題研究に関しては,研 究分野4つ(分 野(1):地 域のヘル スケア ・ニーズに関

すること,分 野(2):地 域 医療システムの開発に関すること,分 野(3):看 護職者の生涯教育のプログラ
ム開発に関すること,分野(4):大学におけるIT化 事業に関すること)について学内公募 をおこない,

審査の結果,5件 の採択が決定 した.

分野1地 域のヘルスケア ・ニーズに関す ること

1)外 来通院 している2型 糖尿病患者の継続看護支援に関する研究
－地域で生活 している糖尿病患者が抱く思いから－

2)長 期臥床在宅高齢者 と健常者の皮膚表面の健康度比較
－清潔行為 ・スキンケアとの関連 による比較－

分野2地 域医療 システムの開発に関す ること

1)新 潟県内の訪問看護ステーションにおける在宅療養支援診療所 との連携に関す る研究

分野3看 護職者の生涯教育のプログラム開発 に関すること

1)看 護師を対象 とした倫理教育プログラムの開発 と評価 に関する研究
－上越地域看護師の倫理的問題解決能力の向上を目指 して－

2)が ん看護CNS教 育 と臨地実務普及へ向けての実践研究

－社会人修士課程及び課程修了後のフォローアップ－

5.生 涯 学習 ・研 修支 援(事 業 ・部 会)活 動 とその成 果

1)一 般 市民 向け公 開講座 と看 護 生涯 学習 支援

研修支援事業の 目的は,県 民の保健医療福祉の質向上のために貢献することを目的 としてお り,県

民あるいは県下の看護職 を対象 とした講座等で構成 している.平 成14年 の開設年次より看護研究交

流センター生涯学習支援事業 として一般 ・専門職への公開講座を開講 してきた.年 間約7講 座開講 し

出席者数 も700～900名 と増加 してきている.こ の うち平成16年 より 「サクセスフルエイジングへの

挑戦」を新潟工科大学 とのジョイン トプログラムとして開始 し,平 成19年 まで継続 している.

平成16年 まで出前講座を行っていたが,そ れ以降は開催 していない.
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表2平 成14年 ～20年 の公開講座の内訳

年次 タイ トル ・内容 講座数
開学記念講演 「国際共生の時代のために」石川 好 1

鼎談 「共生時代の医療 とケアを考える」石川 好,中 島紀惠子,吉 山 1

公開講座 「女性と看護」 6

平成14年 度
公開講座 「回想法グループの実際と評価」

看護英会話夏季セ ミナー

1

2

看護情報処理冬季セ ミナー 2

出前講座 11

研修支援 2

開学2周 年記念講演 「地域に根ざした看護の発展をめざして」南 裕子 1

公 開講 座 「看 護 とジェ ン ダー 」 5

公 開講 座 「サ クセ ス フル エイ ジ ングへ の挑戦 」 6

平成15年 度
公開講座 「看護研究の基礎知識」

看護英会話夏期セ ミナー

1

2

看護情報処理冬季セミナー 2

出前講座 3

新潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会 1

特別講演 「看護政策の課題と展望」田村やよひ 1

公開講座 「ナイチンゲールの時代から現代看護を読む」 4

公 開講 座 「サ クセ スフル エイ ジ ングへ の挑戦 」 8

公開講座 「看護研究の基礎知識」 1

平成16年 度 公 開講 座 「看 護研 究 ステ ップア ップ コー ス 」 1

看護英会話夏期セ ミナー 2

看護情報処理冬季セ ミナー 3

出前講座 1

新潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会 1

特別講演 「自らの歩みから得た看護観を通 して看護技術の意味を問う」永井敏枝 1

公開講座 「海外の看護 と日本の看護」 6

公 開講 座 「サ クセ ス フル エイ ジ ングへ の挑戦 」 8

平成17年 度
公開講座 「看護研究の基礎知識」

公開講座 「看護研究ステップアップコース」

1

1

看護英会話夏期 ・秋期セミナー 2

看護情報処理冬季セミナー 2

新潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会 1

特別講演 「高齢化社会を乗り切る健康観を見通そう」丸地信弘 1

公開講座:「 職場で育つもの育たないもの」中西睦子 1

公 開講 座 「ス ローエ イ ジ ングへ の挑 戦」 5

平成18年 度 公開講座 「キャラバンメイ ト養成講座」 5

看護英会話(夏 期 ・秋期)セ ミナー 2

看護情報処理冬季セ ミナー 2

新潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会 1

特別講演 「看護教育と大学教育の将来」久常節子 1

特別講演 「大災害と国際医療支援の実際」菅谷 昭 1

公 開講 座 「魅 惑 の ス ロー ライ フ ・ス ローエ イ ジ ング」 6

平成19年 度 公開講座 「キャラバンメイ ト養成講座」 5

看護英会話セミナー 1

看護情報処理セ ミナー 2

新潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会 1

特別講演 「看護師の臨床の 『知』と,看 護師が経験を積むことの意味」佐藤紀子 1

特別講演 「感染制御に関する新 しい動き」大久保 憲 1

公開講座 「看護と栄養管理」 1

平成20年 度 公開講座 「看護と口腔ケア」 1

公開講座 「高齢者の口腔ケア」 1

医療安全セ ミナー 1

看護情報処理セ ミナー 2
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表3公 開講座の参加人数年次推移

年次 参加延べ人数

平成15年 度 648

16 882

17 799

18 775

19 985

20 521

2)新 潟 県看護 職 員 臨地 実習 指 導者 養 成講 習 会

平成14年 まで新潟県の看護協会委託事業であったが,平 成15年 度から平成19年 度まで,本 学の

看護研究交流センター生涯学習 ・研修支援事業の一つ として位置づけ,研 修内容及び会場設営を本学

で行い実施 してきた.

期間は約2ヶ 月で,240時 間,受 講人数は年間約50名 である.本 来の定員数は40名 であるが,10

名を本学実習施設枠 としている.

表4本 学における臨地実習指導者養成人数の状況(年次推移)

年次 受講者総数 本学実習施設か らの受講者数

平成15年 度 40名 4名

16 50名 5名

17 50名 3名

18 50名 7名

19 51名 8名

6.地 域 貢献 ・IT促 進(事 業 ・部 会)活 動 とその成 果

1)他 大 学 との連携

セ ンターの活動ではないが,平 成16年 よ り上越教育大学 との連携について,両 大学の関係者

が協議 ・検討を重ね,平 成17年3月16日 に 「地域貢献に関する連携協議会」について覚書が締

結 され ている.こ の連携協議会 の部会 として両大学による地域貢献 を目的 とす る 「地域貢献部会」

が発足 し,こ の部会の関与で両大学 と上越市の共催で,平 成18年1月,平 成18年12月 と 「食

育 フォー ラムin上 越 」が開催 され た.

新潟大学 とは,地 域課題研究について,平 成15年 度～17年 度の3年 間にわた り共同研究 して

きた.新 潟工科大学 とは,一 般公開講座について平成15年 度 から4年 間にわた り共催実施 し,

講師を相互派遣 してきた.

2)自 治 体 ・団体 ・企 業 との連 携

前述 のよ うに,上 越市 との共催で 「食育フォー ラムin上 越」を開催す ることができた.

平成18年 度 には上越 市,両 大学,新 潟 日報,新 潟県の5者 共催 による 「上越 はつ らつ元気塾」

がお こなわれ,年 間8回 の講演 を主 とす る催 し物 の開催がおこなわれた.最 終回の19年3月 の

講演会 は本学で実施 され,セ ンターはそのお手伝 いを した.

3)地 域 ネ ッ トワー ク形成 支援

これ まで も調査研究 ・臨床実習 ・公開講座等 の活動に関連 して個 々の研究者 に限定 されたネ ッ

トワークは形成 されてきた もの と考 えているが,こ れ らが相互に有機化 し,時 を経 るに従って さ

らに発展するものであれば,理 想的 と考 えてい る.
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写真 「上越はつ らつ元気塾」

7.IT促 進(事 業 ・部 会)活 動 とそ の成 果

1)IT促 進 活動

本学の四年制大学発足時より,IT促 進については 「ネ ットワーク構築事業部」→ 「情報ネ ットワ
ーク研究班」→ 「IT促 進部会」 と

,名 称や体制は変わるものの,一 貫して担当教員が獅子奮迅の努

力を重ねてきた.

すでにLAN接 続 されている300台 を越える共用パソコンが学内に設置すみであ り,今 後の課題 とし

て,セ ンターの機能を下支えする(看 護研究のユ ビキタス環境の提供)1)学 内のすべての研究室か

ら安全かつ迅速なアクセスが可能なLAN環 境(有 線 ・無線)の 構築,2)実 習施設からの教員 ・学生 ・

実習施設のスタッフが大学の情報への安全かつ迅速なアクセスが可能なIT環 境の構築,3)セ ンタ
ーの学外研究員および本学大学院看護研究科生が学外か ら大学の情報への安全かつ迅速なアクセスが

可能なIT環 境の構築,等 が挙げられ る.

図7看 護研究のユ ビキタス環境
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8.課 題 ・問題 点お よび今 後 の 改善 点

1)組 織 ・運 営体 制 ・運 営予 算 の課 題 ・問題 点 お よび改 善点

看護研究交流センターの最大の課題は,発 足時か らその組織運営ないし運営体制に関する問題であ

る.中 島学長がセンター長を兼務 してきた発足後3年 間は,副 センター長の補佐で運営 され,地 域課

題研究の選定にプロジェク ト方式をとり,強 い リーダーシップの基に組織 を運営 してきた.こ の時期

の問題 として,研 究員である教員は,プ ロジェク ト方式の概要は理解 しているが,全 学をあげた研究

組織化 と大きな研究費を単年度に消費す ることを前提 とした取組みの拡大に,い ささか息切れ気味で

あったことは否 めない.し かしながら,曲 が りな りにも研究の水平的な拡大は達成でき,平 成17年

度以降の科学研究費の獲得額の増加 といった成果に結びついた,と も言える.

平成17年 度か らは,ネ ットワーク構築事業の発展的解消 と並行 して,地 域課題研究への取組みに

は,研 究者本人の 自主性に依拠 した研究班構成による仕組みに変えた.平 成18年 度から地域課題研

究の選定を研究グループからの応募による方式にし,発 足当時からのプロジェク ト方式から変化 した

のを機に,セ ンターの働きが外部からも明確に理解 され,学 内の研究員の参加についても自由度の高

い部会制に移行 した.

部会制は総括 として必ず しも成功 したとは言えないが,こ のしくみは組織 を構成するメンバーの
「責任分担」能力を発揮する良い機会を提供 してお り,今 後も検討に値す る組織立てであると思われ

る.

予算規模縮小によるセンターの全体的な活力低下は否定できず,今 後の運営体制については,こ の

予算規模に合った変化が不可避であろ うと総括 される.

2)研 究 支援 活動 の課 題 ・問題 点お よび 改善 点

研究支援活動の問題 は,地 域課題研究の選定 とその取組みがすべてである,と 言って過言ではない.

発足当初の研究プロジェク ト領域は,① 地域のヘルスケア ・ニーズに関す ること,② 地域医療シス

テムの開発に関すること,③ 看護職者の生涯教育のプログラム開発に関す ること,④ 他大学 ・他施設

との共同研究に関すること,⑤ 大学におけるIT化 事業に関すること,の5つ に整理 された.

その定め方については,研 究員の応募によって進められたはずであるが,ど うしてもチームによっ

て,リ ーダーシップの取 り方が難 しく,本 来の 目的である研究員の研究能力に関する質的向上が二の

次にな りがちであった.

平成17年 度か らは,研 究プロジェク トを暫時脱却 し,研 究員の任意による応募方式に変更 してき

たが,平 穏に審査がおこなわれるものの,プ ロジェク ト方式 と異なって相互評価(ピ ア ・レビュー)

の対象 とな りにくい嫌いがあった.セ ンターが地域課題研究によって,ど のような方向に向かお うと

しているのか,周 囲に分かりにくいものとなっている.

今後の改善点 としては,予 算の縮小を逆に良い機会 と捉え,研 究能力開発に特化 したプロジェク ト

方式によるコンパク トな研究支援活動 もあ り得 るのではないか,と 検討中である.

3)生 涯 学習 ・研 修支 援活 動 の課題 ・問題 点 お よび 改善 点

講座によっては,出 席者数がかなり少ないものもあり,ア ンケー ト等 より出席者の意見を検討 し,

開講講座数や講座 内容の見直 しをしていく必要がある.

また,新 潟県看護職員臨地実習指導者養成講習会について本学実習施設枠 として10名 が準備 され

ていたが,10名 を満たしたことがない.平 成19年 度を最後に本学が主催でなくなったが,こ ういっ

たロングランの講座の大きな課題であると思われた.

4)地 域 貢献 ・IT促 進活 動 の課題 ・問題 点 お よび 改善 点

実績のある上越教育大学 ・上越市 との地域連携をこれまで通 り進 め,さ らに地元大学(新 潟大学,

長岡技術科学大学,新 潟工科大学等)と のコンソーシャム形成について一歩進めるべきであろう.

これまで大学内で個々の研究者がおこなってきた調査研究 ・臨床実習 ・公開講座等の活動に関連 し

たネッ トワーク形成を支援 し,こ れ らに相互に有機的な関連性を付与 し,コ ンテンツとして一般公開

の可能性を検討する,等 の活動につき,研 究支援機 関としてのセンターの役割が期待 されている.

大学内のIT環 境整備については,す でに大きな成果をあげることに成功しているので,今 後はセ

ンターを中核 とする看護研究のユ ビキタス環境の提供の構築に力点を置 くべきであろう.
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